
個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
（千円）

R元当初
（千円）
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（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

◆基本目標Ⅰ　地域を支え、経済・社会活動を支える人づくり
【目的】 「人」を本県の最も重要な財産として捉え、育て、応援し、呼び込む「人づくり」を進める

政策１　群馬の未来を担う子ども・若者の育成
【目的】無限の可能性を持つ子ども・若者を、未来の経済・社会を担う人材として育成します。

施策１　郷土への誇りと愛着の育成　
【目的】郷土・群馬で生まれ育ったことに誇りと愛着を持ち、郷土に関心を持つ子どもを増やします。

(1)郷土に誇りを持てる学びの推進
①群馬の優れた自然や文化等の資源を活用した学びを推進します。

文振001 上毛かるた活用事業 生活文化
スポーツ部

文化振興
課

　上毛かるた及び関連書籍（副読本・ガ
イドマップ）の発行・販売を行う。 上毛かるたの販売冊数 冊 15,121 19,000 19,000 10,890 23,698 10,300

　「上毛かるた」の発行・販売、「『上毛かるた』で見つける
群馬のすがた（副読本）」の販売及び「『上毛かるた』ゆ
かりの地　文化めぐり（ガイドマップ）」の販売を行った。
また、上毛かるた競技県大会の開催や英語版上毛かるた
の制作に係る編集会議を実施した。
【副読本】 1,725部  【ガイドマップ】 1,358部  【上毛か
るた】 15,121部

4継続

　上毛かるたや関連書籍（副読本・ガイドマップ）の
販売を通じて、かるたに込められた史跡や人物などにつ
いて再認識を促すことにより、郷土への愛着や誇りを醸
成する。  また、本県のイメージアップやＰＲにも活用す
る。

4継続 　上毛かるたは県民に広く親しまれており、関連書籍を
含めて継続的な販売実績があることから、継続。

文振004 群馬交響楽団支援 生活文化
スポーツ部

文化振興
課

　子どもたちに音楽の素晴らしさや感動を
伝えるため「移動音楽教室」、「高校音楽
教室」、「楽器セミナー」、「幼児移動音楽
教室」等を開催する。また、本県のイメージ
アップを図るため、東京公演や県外公演を
実施する。

定期演奏会の平均入場者数 人 1,457 1,480 1,500 313,923 286,028 312,573
　年間公演回数 　　253回（年間鑑賞者数 136,196
人）うち、定期演奏会 10回（入場者数 14,565人)
※ 1回平均 1,457人

5継続
（見直し
あり）

　定期演奏会をはじめとする各種公演会、小・中学校
等での移動音楽教室等を通じ、地域に根ざしたトップ
クラスの楽団として県民に愛され、本県の音楽文化の
向上と振興に大きく貢献していることから、引き続き、財
政基盤安定のための支援を行う必要がある。また、群
響が作成する収支改善策を参考に、今後の県の支援
のあり方について検討を進める。

5継続
（見直し
あり）

　群馬交響楽団は本県の音楽文化の向上と振興に
貢献していることから、継続。引き続き、県の支援のあ
り方や楽団運営のあり方等について検討する必要があ
る。

自然001 尾瀬学校 森林環境
部

自然環境
課

　群馬の子どもたちが小中学校在学中に
一度は尾瀬を訪れ、質の高い自然体験を
通した環境学習により自然保護の意識を
醸成するとともに、郷土を愛する心を育むこ
とを目的として、学校設置者に対し経費の
一部を補助。

実施率 ％ 53.3 90.0 100.0 87,643 85,046 72,255

　132校9,179人（小学校75校3,902人、中学校57
校5,277人）の児童･生徒が、尾瀬または芳ヶ平湿地群
で、質の高い自然体験を通した環境学習を実施した。ま
た、尾瀬学校実施率が低い地域の教職員向け研修会を
開催した。

4継続

　「ぐんまの子どもたちを一度は尾瀬に」という当初の目
標達成に向け、引き続き事業を実施するとともに、更な
る内容の充実と安全の確保を図る施策を講じる。ま
た、地理的条件等によって尾瀬学校に参加できない児
童生徒について、芳ヶ平湿地群において尾瀬学校と同
水準の環境学習の実施を図る。

4継続
　児童生徒が尾瀬や芳ヶ平湿地群を実際に訪れ、体
験学習ができる環境教育事業として重要であり、継
続。

自然002 尾瀬環境学習推進 森林環境
部

自然環境
課

　尾瀬を通じた環境学習を推進するため、
尾瀬内にある県有施設（ビジターセン
ター）での環境教育の実施及び、県内小
中学校に講師を派遣する移動尾瀬自然
教室や県民向けの出前講座等を実施す
る。

移動尾瀬自然教室・県民講座等参加人
数 人 1,545 1,950 2,000 2,582 2,710 2,554

　尾瀬内でビジターセンター運営や尾瀬学校を実施。学
校や公民館等に出向いて移動尾瀬自然教室や出前講
座を開催。児童生徒や県民に対しても尾瀬を通じた環境
学習の場を提供。

4継続

　尾瀬内での環境学習により、日頃から自然に親しむ
機会の少ない人に対して自然の紹介やふれあいのきっ
かけづくりを行うとともに、尾瀬を体験できない人や今後
尾瀬への入山を考えている人を対象とし、尾瀬の自然
や保護活動について普及啓発を図る機会として有効
であるので、引き続き実施する。

4継続
　尾瀬の入山者や、尾瀬を未体験の児童生徒など、
多くの県民に尾瀬の優れた自然環境や環境保護の取
り組みを学習する場を提供するものであり、継続。

義務001 尾瀬学校充実プログラム 教育委員
会

義務教育
課

　教職員を対象とした研修を行い、事前学
習用の資料を活用して尾瀬学校の充実を
図る。

効果的な実施に向けた取組 － 実施 改訂版学習プロ
グラムの作成

改訂版学習プロ
グラムの周知 198 156 163

　携帯電話が通じない尾瀬ヶ原の散策において、事故や
病人発生等緊急時の連絡が取り合えるように、すべての
尾瀬学校参加校にトランシーバーを学級数に応じて貸与
した。

4継続

　尾瀬学校充実のため、「尾瀬学習プログラム」の作成
や教職員の実地研修実施、参加校へのトランシーバー
貸与など、学校に対する様々な支援が必要不可欠で
ある。安全で充実した尾瀬学校実施のために、「尾瀬
学習プログラム」の改訂やトランシーバーの一定数貸与
など、尾瀬学校の実施のための支援を今後も継続して
実施する。

4継続

　教員に対する研修や児童・生徒が事前学習を行うた
めの「尾瀬学習プログラム」の作成など、尾瀬学校を安
全に実施し、子どもたちにとって有意義な体験とするた
め、継続。

教セ001 自然・歴史・文化遺産研修 教育委員
会

総合教育
センター

　小・中学校初任者研修の宿泊研修に
「自然・歴史・文化遺産研修」を位置づけ
て、尾瀬ケ原、世界遺産、東国文化の
コース別体験活動を取り入れ、郷土資源
や文化遺産についての理解と誇りや愛着を
持つとともに、児童生徒を引率することを想
定した指導力の向上を図る。

「尾瀬や世界遺産、東国文化についての
理解が深まった」と回答する研修者の割合 ％ 98 90 95 1,537 1,385 892

　尾瀬自然体験、世界遺産体験、東国文化体験の3
コースから参加者（169名）が選択し、日帰りの体験研
修を実施した。本研修により、参加者は、県内の豊かな郷
土資源や文化遺産について実感を伴って理解することがで
きた。また、本研修を通して学んだことを、その後の教育活
動において児童生徒に還元し、教育の質的な向上を図る
ことができた。

4継続

　初任者教員が、県内の豊かな郷土資源や文化遺産
についての理解を深め、その成果をもとに、児童生徒に
本県の素晴らしさを伝えるために必要である。加えて、
初任者教員のこれまでの経験や所属校における教育
課程の実態を踏まえてコース選択ができる本事業は、
教員としての資質向上と学校の教育力向上に有効で
あることから、継続。

4継続

　初任者教員が、本県の郷土資源や文化遺産につい
て理解を深め、実際の経験を踏まえて児童生徒に本
県の素晴らしさを伝えるため、継続。研修参加者の
98%が、尾瀬等の理解が深まったと回答しており、事
業効果が認められる。

②世界遺産や古代東国文化をはじめとする歴史遺産を活用した学びを推進します。

文振002 東国文化周知事業 生活文化
スポーツ部

文化振興
課

　中学生向け「東国文化副読本」により本
県が誇る歴史文化遺産を活用した学びを
推進するとともに、「東国文化サミット」等の
イベント開催により、「群馬＝東国文化」の
イメージを全国に発信・定着させる。

中学校の歴史的分野の授業において、東
国文化副読本を活用した学校の割合 ％ 97 95 100 26,551 16,633 25,934

　市町村と連携した「群馬ＨＡＮＩ－1グランプリ」や「群
馬古墳フェスタ」の開催、中学1年生向けの「東国文化副
読本」の配布、観光部局と連携した歴史文化遺産ツアー
造成等を行った。群馬古墳フェスタ：約14,000人、群馬
ＨＡＮＩ－1グランプリ投票総数：59,261票、歴史文
化遺産ツアー（民間旅行会社）：10回

4継続

　これまでの取組により東国文化の認知度は向上して
いるが、県民がより郷土への誇りと愛着を持てるよう、
東国文化の価値と魅力に触れる機会をさらに創出して
いく必要がある。また、群馬DCを視野に、東国文化の
魅力が観光やイメージアップにつながるよう全国に発信
していく必要がある。

4継続

　東国文化の歴史的価値や魅力を発信することは、
郷土への愛着を醸成するとともに、観光においても効果
が見込まれるため、市町村と連携して東国文化全体の
歴史遺産の磨き上げを図りながら、継続。

文財001 文化財保存事業費補助 教育委員
会

文化財保
護課

　国・県指定文化財を良好な状態で保存
し、活用を図るため、所有者（市町村、
法人、個人）が実施する保存修理等の
事業に対し補助する。

補助事業件数 事業数 50 55 55 101,953 96,654 99,197

・県指定文化財保存事業への補助15件・国指定文化
財保存事業への補助17件・埋蔵文化財発掘調査事業
への補助11件・国指定重要文化財防災設備保守点検
事業への補助7件

4継続

  群馬の文化財の価値を磨き上げ郷土学習に活か
し、県民が郷土群馬に誇りと愛着を持てる学びに資す
るとともに、群馬の文化財の魅力を発信していくため
に、全国にアピールできる指定文化財の保存・整備事
業に対し、積極的に補助や支援、指導助言を行ってい
く必要がある。

4継続
　文化財の適正な保存・整備を行い、後世へ引き継い
でいくため、継続。毎年多くの要望がある状況を踏ま
え、効率的な事業実施について検討が必要。

文財002 観音山古墳保護管理運営 教育委員
会

文化財保
護課

　史跡観音山古墳を適切に保存・管理・
活用する。また、管理や来訪者への対応を
充実し、文化財としての価値とあわせて、
観光資源としての価値も高める。

史跡観音山古墳見学者数 人 11,994 15,000 15,000 4,371 4,372 4,308

・史跡地等の環境整備・維持管理等・史跡見学者対応
(解説員2人で対応)・史跡広報・普及活動・駐車場用
地の借り上げ。歴史博物館が再開したことで、見学者数
は増加傾向。

4継続

　本史跡はＳ48年に国指定となっており、群馬県が直
接管理している東国文化を代表する古墳である。所
在する高崎市内の学校をはじめ、県外からの見学者も
多い。今後も適切な保護管理をしていく必要がある。

4継続 　後世に引き継いでいくため、適切に保存・管理・活用
する必要があり、継続。

文財003 上野国分寺跡保護管理運営 教育委員
会

文化財保
護課

　史跡上野国分寺跡を適切に保存・管
理・活用する。また、管理や来訪者への対
応を充実し、文化財としての価値とあわせ
て、観光資源としての価値も高める。

史跡上野国分寺跡見学者数 人 22,948 10,000 10,000 8,235 7,372 8,029

・史跡地等の環境整備・維持管理等・ガイダンス施設内
外の環境整備・維持管理・見学者対応(解説員3人で対
応、年末年始を除き年中無休)・史跡広報・普及活動・
国分寺跡歴史講座・地域行事と連携した史跡地の活用
（国分寺まつり）。

4継続

　本史跡はＴ15年に国指定となり、群馬県が直接管
理している群馬県の東国文化を代表する史跡である。
史跡についての広報・普及を積極的に行い、郷土学
習の場としての利用を推進している。さらには児童生徒
の郷土への誇りや愛着を持つ心の育成に資するため、
今後も適切な保護管理をしていく必要がある。

4継続

　後世に引き継いでいくため、適切に保存・管理・活用
する必要があり、継続。イベントの来場者も増加してお
り、引き続き、広報、普及活動を行うとともに、適切な
保護管理を行う必要がある。

文財004 上野国分寺跡整備 教育委員
会

文化財保
護課

　史跡上野国分寺跡の整備について、発
掘調査を実施し、その結果に基づき、復元
等の整備を行う。

事業内容 － 保存活用計画
策定

保存活用計画
策定

整備基本計画
策定 7,941 13,649 4,589

　追加の発掘調査を実施し、整備のための基礎情報の収
集を行った。その結果、東辺の指定地外で、寺域外郭溝
が検出された。 また保存活用計画を策定し、今後の整備
や活用方針についてまとめるとともに、これまでの調査成果
を踏まえ、パンフレットをリニューアルした。

4継続

　H29年度に発掘調査報告書を作成し、H30年度に
保存活用計画を策定した。今後H31～R2年度に、
整備基本計画の策定を進め、より良い史跡整備事業
を計画立案していく必要がある。

4継続

　地域の貴重な文化財を活用しながら保存することは
重要であり、継続とするが、保存活用計画や整備基
本計画の策定に当たっては、関係者と調整を図りなが
ら、総事業費や単年度事業費について、よく検討を行
う必要がある。

文財012 埋蔵文化財調査センター運営 教育委員
会

文化財保
護課

　出土品を保存管理するとともに、体験学
習・各種講座開催を通じて埋蔵文化財の
発掘調査成果を発信する。

発掘情報館の体験学習メニュー等を教育
活動に利用した団体数 団体 44 70 75 60,027 40,502 56,129

・埋蔵文化財調査センターや発掘情報館等の施設の維
持管理を行った。・出土品や調査資料を適切に保存・管
理するとともに、活用を行った。・発掘情報館の一般展示
や企画展の開催、専門講座等の普及啓発事業を行い、
多くの見学者や参加者があった。

4継続

　出土品を良好な状態で管理･活用し、最新資料展
示や親子宿題教室等により、県民が埋蔵文化財と直
接親しむ機会となっている。郷土の歴史を理解し群馬
の魅力が再認識できる。特別収蔵庫改修により重要
遺物の収蔵スペースも増加。今後も継続して適切に管
理･活用する必要あり。

4継続
　出土品の保存管理、展示などの活用を図るセンター
等の運営経費であることから、継続。効率的・効果的
な運営に努めていく必要がある。

世遺003 絹文化継承プロジェクト 企画部 世界遺産
課

・校旗を作ろうプロジェクト：　小学校でカ
イコの飼育に取り組み、できた繭から生糸
を挽き、校旗をつくる。
・学校キャラバン：　小学生から高校生ま
での児童・生徒を対象に、学校に赴き世
界遺産や絹遺産の価値を深く伝える。

校旗を作ろうプロジェクト実施校数 学校数 58 60 60 7,283 4,298 5,553

　小学校等で養蚕を体験する「校旗を作ろうプロジェクト」
を実施した。また、児童・生徒を対象にした学校キャラバン
の実施により、本県における絹遺産の価値の周知及び絹
文化の継承を図った。

4継続

　このプロジェクトは、子どもたちに実際に養蚕・製糸・
織物に触れてもらうことができる貴重な機会であるととも
に、絹文化・絹産業についての理解が促進され、絹遺
産の継承と保存活用にも繋がっている。

4継続
　絹や絹遺産の価値について、子どもたちの理解を深
める取組は、絹文化の理解・継承、また、郷土への誇
りと愛着を育むために重要であるため、継続。
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教セ001 自然・歴史・文化遺産研修 再掲
教育委員
会

総合教育
センター

　小・中学校初任者研修の宿泊研修に
「自然・歴史・文化遺産研修」を位置づけ
て、尾瀬ケ原、世界遺産、東国文化の
コース別体験活動を取り入れ、郷土資源
や文化遺産についての理解と誇りや愛着を
持つとともに、児童生徒を引率することを想
定した指導力の向上を図る。

「尾瀬や世界遺産、東国文化についての
理解が深まった」と回答する研修者の割合 ％ 98 90 95 1,537 1,385 892

　尾瀬自然体験、世界遺産体験、東国文化体験の3
コースから参加者（169名）が選択し、日帰りの体験研
修を実施した。本研修により、参加者は、県内の豊かな郷
土資源や文化遺産について実感を伴って理解することがで
きた。また、本研修を通して学んだことを、その後の教育活
動において児童生徒に還元し、教育の質的な向上を図る
ことができた。

4継続

　初任者教員が、県内の豊かな郷土資源や文化遺産
についての理解を深め、その成果をもとに、児童生徒に
本県の素晴らしさを伝えるために必要である。加えて、
初任者教員のこれまでの経験や所属校における教育
課程の実態を踏まえてコース選択ができる本事業は、
教員としての資質向上と学校の教育力向上に有効で
あることから、継続。

4継続

　初任者教員が、本県の郷土資源や文化遺産につい
て理解を深め、実際の経験を踏まえて児童生徒に本
県の素晴らしさを伝えるため、継続。研修参加者の
98%が、尾瀬等の理解が深まったと回答しており、事
業効果が認められる。

(2)郷土の未来を考える学びの推進
①子どもや若者が郷土の未来を考える機会を増やします。

生涯001 人権教育研修 教育委員
会

生涯学習
課

　人権教育（社会教育）に係る地域の
指導者等を対象に、各教育事務所におい
て研修（講演、参加体験型学習）を行
う。

各教育事務所における研修実施数 回 １～２回 1 1 378 404 184

年9回実施（4教育事務所：2回実施、1教育事務
所：1回実施）、参加者数978人
全ての教育事務所が、「人権教育充実指針」に基づき、
１１の重要課題の中から地域の実態に合ったものを取り
上げ、講演会だけでなくワークショップ等参加体験型を取り
入れた研修会を実施した。

4継続

各教育事務所において、ＰＴＡ関係者や行政関係
者、地域の指導者等に広く参加を促しており、参加者
数が増加し、今日的な人権問題に対して学校・家庭・
地域・行政が連携して取り組むことが重要であることを
共通理解することができた。指導者の資質向上に係る
研修は引き続き重要であると考える。

4継続

　多くの社会教育指導者が研修を受講し（H30：
978人）、資質向上に繋がっている。今日的な人権
問題に対して理解を深め、指導者の資質向上を図っ
ていく必要があることから、継続。

高校015 地域の課題解決プロジェクト（学校家庭
クラブ推進）

教育委員
会

高校教育
課

　県立高校・中等教育学校において、地
域の課題解決を実践するための研究活動
を行う。

地域との連携及び課題解決に取り組む学
校数 校 32 25 30 57 57 57

　保育園・幼稚園・高齢者施設等への訪問による交流活
動、地域の清掃活動や行事への参加等を行った学校が
３２校であった。家庭科の授業で学んだ知識・技能を生
かし、地域の課題解決に向けて取り組んだ。

4継続

　家庭科で学んだ知識や技能を活用し、生徒が地域
の課題解決に取り組む活動である。今後、ますます探
究活動や地域との連携活動が重視される中で、本事
業の取組は重要であると考えられるため、今後も継続
して実施する必要がある。地域と連携した活動の在り
方については、引き続き検討する。

4継続

　家庭科で学んだ知識や技術を活用し、生徒が課題
の解決方法を学習したり、地域に貢献することが可能
となるため、継続。地域と連携した活動の在り方につい
ては、地元の企業等の協賛を得て事業を実施すること
などについて引き続き検討する。

世遺003 絹文化継承プロジェクト 再掲 企画部 世界遺産
課

・校旗を作ろうプロジェクト：　小学校でカ
イコの飼育に取り組み、できた繭から生糸
を挽き、校旗をつくる。
・学校キャラバン：　小学生から高校生ま
での児童・生徒を対象に、学校に赴き世
界遺産や絹遺産の価値を深く伝える。

校旗を作ろうプロジェクト実施校数 学校数 58 60 60 7,283 4,298 5,553

　小学校等で養蚕を体験する「校旗を作ろうプロジェクト」
を実施した。また、児童・生徒を対象にした学校キャラバン
の実施により、本県における絹遺産の価値の周知及び絹
文化の継承を図った。

4継続

　このプロジェクトは、子どもたちに実際に養蚕・製糸・
織物に触れてもらうことができる貴重な機会であるととも
に、絹文化・絹産業についての理解が促進され、絹遺
産の継承と保存活用にも繋がっている。

4継続
　絹や絹遺産の価値について、子どもたちの理解を深
める取組は、絹文化の理解・継承、また、郷土への誇
りと愛着を育むために重要であるため、継続。

施策２　たくましく生きる力の育成

【目的】子どもたちの規範意識や思いやりなど豊かな人間性の育成、自らの力で課題解決できる確かな学力の育成、体力向上や心身の健康保持増進により、たくましく生きる力を育てます。
(1)豊かな人間性の育成

①自分や他者を大切にする心や自己肯定感をはぐくみ、規範意識を高めます。

義務002 道徳教育総合支援事業 教育委員
会

義務教育
課

　小・中・高等学校各１校を指定校とした
り、各校の道徳教育推進教師を集めた協
議会を開催したりして、県内の道徳教育の
一層の充実を図る。　国費（１０／１
０）

「自分にはよいところがある」と回答した小・
中学生の割合 ％ 小87.1 中82.3 100 100 2,715 2,706 2,535

　道徳の教科化に伴い、各学校の道徳担当者を対象とし
た協議会や公開授業等を通して、研究指定校の成果を
広く発信・普及することで、各教員の指導力の更なる向上
と各学校の特色を生かした道徳教育の充実を図った。

4継続

　各小中学校における道徳科の指導の充実のために、
学校や地域の特色を生かした道徳教育を推進する研
究指定校の成果を、県内全ての学校に普及させ、各
教員の指導力向上を図っていく必要がある。

4継続 　県内でも、道徳科の指導の充実のため、研究指定
校での成果を効率的に普及させる必要があり、継続。

生涯001 人権教育研修 再掲
教育委員
会

生涯学習
課

　人権教育（社会教育）に係る地域の
指導者等を対象に、各教育事務所におい
て研修（講演、参加体験型学習）を行
う。

各教育事務所における研修実施数 回 １～２回 1 1 378 404 184

年9回実施（4教育事務所：2回実施、1教育事務
所：1回実施）、参加者数978人
全ての教育事務所が、「人権教育充実指針」に基づき、
１１の重要課題の中から地域の実態に合ったものを取り
上げ、講演会だけでなくワークショップ等参加体験型を取り
入れた研修会を実施した。

4継続

各教育事務所において、ＰＴＡ関係者や行政関係
者、地域の指導者等に広く参加を促しており、参加者
数が増加し、今日的な人権問題に対して学校・家庭・
地域・行政が連携して取り組むことが重要であることを
共通理解することができた。指導者の資質向上に係る
研修は引き続き重要であると考える。

4継続

　多くの社会教育指導者が研修を受講し（H30：
978人）、資質向上に繋がっている。今日的な人権
問題に対して理解を深め、指導者の資質向上を図っ
ていく必要があることから、継続。

生涯002 青少年自然体験等事業 教育委員
会

生涯学習
課

　青少年を対象とした自然体験や社会体
験等様々な体験活動事業を県立青少年
教育施設において実施する。

「自然体験活動」「社会体験活動」に係る
事業への参加者数（３施設合計） 人 3,474 2,800 － 3,736 3,676 3,063

①親子体験活動推進事業　参加実人数　462人
②自然体験活動推進事業　参加実人数　2,439人
③宿泊自然体験活動 （旧ぐんまキッズ・アドベンチャー）
参加実人数　119人

4継続

　青少年及びその保護者を主たる対象として、様々な
自然体験活動を提供することにより、青少年の主体性
や協調性、社会性、問題解決能力等「生きる力」を育
成するとともに、家庭や地域の教育力向上にも資する
事業となっている。Ｈ30年度は主催事業プログラムの
充実を図ると共に、広報活動にも力を入れたことで、親
子体験活動及び自然体験活動への参加者が増加し
た。

4継続

　広報活動の強化により、体験活動への参加者数は
増加しており目標数も達成している。青少年の社会
性、主体性及び協調性を育むなど、青少年の健全育
成に資するため、継続。

生涯003 青少年自立・再学習支援事業（青少
年会館運営）

教育委員
会

生涯学習
課

　不登校など様々な理由から就学状態に
ない若者や概ね２０歳未満のひきこもり・
ニート及びその保護者等を対象に、相談
活動の実施や就労やボランティア等各種
体験活動を通じて青少年の自立を支援す
る。併せて、再学習のための各種情報の収
集･提供を行う。

相談件数 件 1,354 600 600 9,999 9,268 8,111

G-SKY Plan　①相談活動・体験活動の機会の提供
延べ相談等件数1,354回、延べ体験活動件数34回、
③再学習支援  進路相談会　3回開催、④合同会議
４回開催
学びを通じたステップアップ支援促進事業　①学習相談
512件　②学習支援　参加延べ人数193人

4継続

　相談活動・体験活動・学習支援等の提供を通して、
当該青少年の自立や保護者への支援に資することが
できている。各事業の支援を通して、復学や進学につ
ながったケースも見られ、不登校や高校中退者等の支
援を行っていくため当事業を継続していく必要がある。
また、今後、ステップアップに係る文科省モデル事業の
終了を想定し、両事業の再編を検討していく必要があ
る。

4継続

相談件数は高い水準で推移しており、事業ニーズは高
い。国のモデル事業である「学びを通じたステップアップ
支援」については、今後の支援のありかたを検証の上、
事業再編の検討が必要。

生涯004 昆虫の森運営 教育委員
会

生涯学習
課

　身近な昆虫とのふれあいを通じて、生き
物相互の関わり合いや生命の大切さ、自
然環境に関する県民の理解を深める。

学校利用数 校 415 500 500 100,005 99,873 99,002

①入園者数134,516人　（年間目標120,000人）
②企画展（1回）、季節展（4回）、特別展（2回）
の開催
③学校利用説明会の開催（ 5回、参加人数 132名）
④自然学習教室（19市町村1学校法人、170校、
11,284人）

4継続

　ＴＢＳの「新どうぶつ奇想天外」の特集で紹介された
ことに加え、年間を通して晴天の日が多く、特にお盆期
間や県民の日など、たくさんの利用が見込める日が晴
天に恵まれたことにより、過去最多の入園者数を達成
することができた。また、継続して学校利用や団体利用
の促進に取り組み、県内小学校の約7割が利用してい
る。理科教育を補完するために、継続的な運営が必
要。

4継続

　広報・PRの効果もあり、昨年度は入園者数が過去
最多であった。子どもたちに自然学習の場を提供するた
め、引き続き効率的な運営に取り組んで行く必要があ
る。

生涯005 天文台運営 教育委員
会

生涯学習
課

　天体観望や展示を通じて、県民が楽しく
宇宙に接し、実感をともなった理解と自然
を愛する心を育む機会を提供して生涯学
習を推進する。

学校利用数（幼保含む） 校 132 115 115 76,606 69,299 73,987

①入館者数39,786人（年間目標35,000人）
②学校利用（幼保含む）120件4,136 人
③学校に対する天体観察会、授業支援、教員に対する
研修等 　66件4,283人

4継続

　H30年度は好天気や観光バス受入による一般団体
利用の増加などから利用者数を大きく増やした。引き
続き入館者増に向けた取り組みが必要である。また、
各学校へ出向いての学習支援等を継続して実施し、
学校からの要望に応えることができた。学校の理科教
育を補完し、自然に対する興味・理解を深めるために、
継続的な運営が必要な施設である。

4継続

　H30年度は一般団体利用が増加し、入館者数の
目標を大きく上回る実績となった。子どもたちに自然学
習の場を提供するため、引き続き効率的な運営に取り
組んでいく必要がある。

②いじめ防止に努め、良好な人間関係を築く力を育成します。

義務010 非行防止プロジェクト推進（義務・高
校）

教育委員
会

義務教育
課

　児童生徒の問題行動の未然防止や早
期解決を図り、児童生徒への指導・支
援、学校の生徒指導体制の確立、学校と
保護者や関係機関等との連携を図る。

生徒指導担当嘱託の配置学校数（義
務） 校 18 18 18 47,344 39,180 38,602

　ネットいじめなど、SNS上のトラブルが多く起こっている中、
携帯インターネット問題講習会や学校非公式サイト等調
査事業は、子どものネット環境の安全対策に効果を上げて
いる。また、生徒指導担当嘱託員の配置により、問題行
動の未然防止や早期解決等に成果を上げている。

4継続

　インターネットによる情報やSNSを起因とした問題行
動や被害が多発していることから、問題行動対策会議
において同問題について協議したり、ネットパトロールに
より、有害情報を早期発見し、生徒指導に役立てた。
また、生徒指導担当嘱託員の配置により、ネットだけで
なく、幅広く問題行動の前兆事案等の情報をとらえ、
問題行動の未然防止・早期把握に成果を上げられ
た。

4継続

　子どもを取り巻くインターネット環境は目まぐるしく変化
し、講習会や調査等を通じて担当教諭が最新の状況
を把握する必要があることから、継続。関係課と連携し
つつ、効率的に普及啓発を行っていく。
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義務009 児童生徒の心のケアシステム推進（義
務・高校）

教育委員
会

義務教育
課

　いじめ・不登校等の課題解決のため、ス
クールカウンセラーやスーパーバイザーを配
置する等、早期発見・早期対応を総合的
に推進する。・小学校への配置は、H25年
度に全校配置を実現。・中学校及び高等
学校には全校配置実現済。

スクールカウンセラーの小・中・高等学校配
置 ％ 100 100 100 289,357 304,127 284,426

　心理の専門家であるスクールカウンセラーを全校に配置
することで、教職員の相談技術が向上し、いじめや不登校
等の課題に適切に対応できるようになっている。「チーム学
校」が叫ばれる中、生徒指導上の問題を担任等が一人で
抱え込むことなく、教育相談体制の機能も高まってきてい
る。

4継続

　全小中学校及び高等学校全課程にスクールカウンセ
ラーを配置することで、児童生徒や保護者の心の問題
に対応することに加えて、学校の教育相談体制の充実
を図っている。今後、さらに複雑・多様化していく事案へ
の対応ができるようにするためにも、より高い専門性や
経験を有する有資格者を増やしていく必要がある。

4継続

　スクールカウンセラー配置による児童生徒が抱える解
決が困難ないじめ・不登校等の課題解決が必要であ
るとともに、学校現場からも配置の要望が強いため、継
続。　スクールカウンセラーの配置時間数については、各
学校の実情に合わせて継続的に見直すことで、配置
効果を高めること。

義務008 いじめ問題対策推進（義務教育） 教育委員
会

義務教育
課

　いじめ問題の解決のため、外部専門家の
活用や児童生徒によるいじめ防止活動の
支援を行い、いじめ問題対策を推進する。

いじめの解消率（指導の結果、解決した
件数の割合） ％ 79.8 100 100 2,252 2,015 2,164

　群馬県いじめ防止ポスター「ぼくが傘になる」をスローガン
に、すべての学校で、「仲間を支援する人間関係づくり」を
推進できるよう、県内12地区で開催されるいじめ防止
フォーラムで共通のテーマで話合いをもった。また参加でき
ない児童生徒にも理解できるよう、当日使用したリーフレッ
トを各学校に配布した。

4継続

　いじめを自分たちの問題として捉えるために、児童生
徒主体で行われる「いじめ防止フォーラム」や、「いじめ
防止子ども会議」は、いじめ問題への関心を維持する
ために重要な役割を果たしている。また、保護者・地域
にいじめ問題への理解を促し、本県のいじめ問題対策
に関わる取組をオール群馬で充実させるための体制を
充実させ、一層の推進を図る必要がある。

4継続
  児童生徒自身がいじめ問題に取り組むとともに、地
域全体でいじめ問題の解決に取り組むことで、いじめを
防止しようとするものであり、継続。

教セ004 子ども教育・子育て相談 教育委員
会

総合教育
センター

　学校・園の生活や学業、いじめや不登
校、生活習慣や養育、発達や就園・就学
などに関して、来所や電話相談等による支
援

子ども教育・子育て相談件数 件 3,487 3,000 3,000 16,636 16,653 16,526

　「子ども教育相談カード」を県内各園の全園児の保護
者・教職員及び各校の児童生徒・教職員に配付し、周
知を図った。教育や子育てに関する相談に対し、来所相
談、電話相談、訪問相談、24時間子供SOSダイヤルに
よる電話相談を実施した。事例検討会等を行い相談員
の資質の向上を図り、的確な対応に努めた。緊急な対応
を必要とする事案については、関係課・機関及び学校と連
携を図った。問い合わせ、無言等を除く全相談件数は、
3,487件である。

4継続

  子どもの教育や子育てに関わる相談事案が多様化・
複雑化する中、相談者のニーズを的確に把握し、継続
的・専門的に対応する必要がある。緊急な対応を必
要とする事案は、関係課・機関との連携を図り、早期
解決を図っている。また、事例検討会議等をとおして、
相談員の専門性の向上を図る取組は、今後も、継続
していく。R元年度は、生涯学習センターの「よいこのダ
イヤル」が廃止され、総合教育センターでの電話相談の
ニーズや重要性が一層高まっている。

4継続

　子どもや保護者等からの教育相談を受け、学校・園
の生活や学業、いじめや不登校、生活習慣や養育、
発達や就園・就学等の問題解決につなげるため、継
続。相談を必要とする子どもや保護者等が本事業を利
用できるよう事業内容の周知を図ること。

(2)確かな学力の育成

①基礎的・基本的な学習内容の定着を図るとともに、学習意欲を高めます。

学人001 ぐんま少人数クラスプロジェクト 教育委員
会

学校人事
課

　小学校第1･2学年において30人以下、
第3・4学年において35人以下学級編制
を行う。
　中学校第１学年において、35人以下学
級編制を行う。

全ての小学校第1・2学年における30人以
下学級編制及び第3・4学年における35
人以下学級編制の実施
全ての中学校第1学年における35人以下
学級編制の実施

－ 実施 実施 実施 1,292,650 1,302,950 1,292,650

○全ての小学校の第1・2学年において、30人以下学級
を編制できるように教員を配置
　＜第1学年　86校　86人（うち県単措置分21校21
人）、第2学年132校133人（うち県単措置分34校34
人）＞
○全ての小学校の第3・4学年において、35人以下学級
を編制できるように教員を配置（県単措置）＜第3学年
53校53人、第4学年56校56人＞
○全ての中学校の第1学年において、35人以下学級を
編制できるように教員を配置（県単措置）＜第1学年
57校79人＞

4継続

　平成３０年１２月実施「ぐんま少人数クラスプロジェ
クトに関する調査」（対象：小学校309校、中学校
160校）
○「自校の基礎学力の状況として、十分またはおおむ
ね定着している状況である」と回答した中学校は、わか
ばプラン配置校では１００％に達している。
○「児童生徒と向き合う（声かけや話を聞くなど）時
間を確保できている」と考えている小学校が増加し、さく
らプラン配置校では８８％に達している。
○少人数学級編制を生かし、保護者との連携を強化
していく必要がある。
　（「保護者と学校との連絡が密に行われている（学
校評価アンケート等による保護者評価）」と回答した
小学校６５％、中学校５６％）

4継続

　小１～４、中１の児童・生徒について、教育体制を
強化することで基本的な学習習慣や生活習慣の確立
を図るために必要な事業であるため、継続。平成11
（小）・12（中）年度から実施している事業であり、
児童・生徒の学力への反映など、成果と課題の検証を
引き続き行う必要がある。

義務003 ぐんま「確かな学力」育成プロジェクト 教育委員
会

義務教育
課

　「確かな学力」の育成に向け、国・県の学
力調査結果の分析等を行い、各学校の
課題に応じた学力向上対策を推進する。

学校運営の状況や課題を共有し、学校と
して組織的に取り組んでいる。（よく取り組
んでいる）

％ 56 62 65 1,318 1,709 886

　新学習指導要領の趣旨を周知するため、小中学校教
諭を対象とした新教育課程説明会を実施し、約5,200
人の参加があった。また、各学校における「主体的・対話
的で深い学び」の実現に向け、指導資料「はばたく群馬の
指導プラン」の改訂作業をほぼ終了することができた。

4継続

　新学習指導要領の全面実施に向けて、各教科等に
おける「主体的・対話的で深い学び」の実現を図るとと
もに、学習評価の在り方について説明するため、新教
育課程説明会を継続する。また、改訂した指導資料
の普及・活用するとともに、全ての教員が、新学習指
導要領の趣旨を踏まえた授業を実現できるよう、各教
科等の公開授業を実施する。

4継続

　確かな学力の育成のため、全ての教員が新学習指
導要領の趣旨を踏まえた授業を実現し、各小中学校
における組織的･継続的な学力向上対策を推進する
必要があることから、継続。

高校016 学力向上推進事業 教育委員
会

高校教育
課

　探究型教育活動の推進に向けた検討
委員会や講演会を開催するとともに、課題
解決型学習の推進や組織的な授業改善
に向けた校内研修の充実を目的とした群
馬県高校生ステップアップサポート事業を
実施する。

協同学習を重点的に行う推進校数 校 68 10 12 457 436 343

　群馬県高校生ステップアップサポート事業では、コーディ
ネーター研修や、推進研究員による公開授業を実施する
など、県立高校等における授業改善の推進を図った。群
馬県高校生Ｇアッププロジェクトでは、拠点校を中心とし
て、「思考力・判断力・表現力」等の育成に重点を置いた
指導方法等の研究を推進した。

4継続

　新学習指導要領の実施を見据え、全ての県立高等
学校等の校内研修を支援し、一層の授業改善を推
進するとともに、拠点校を中心とした「思考力・判断
力・表現力」等の育成に重点を置いた指導方法等の
先進事例を蓄積していくために、継続して事業を実施
する必要がある。

4継続
　新学習指導要領に沿った、生徒が自発的に学習で
きるような授業が行えるよう、引き続き拠点校を中心に
授業改善を行っていく必要があるため、継続。

②探求的・発展的な学習により、社会へ参画する力を育成します。

義務005 科学の甲子園ジュニア群馬県大会 教育委員
会

義務教育
課

　科学好きな生徒等が集い、競い合うこと
を通して、科学的な知識・技能を積極的
に活用する能力や態度を養う大会を全国
大会の予選として実施する。

科学の甲子園ジュニア（予選）参加チー
ム数 チーム 29 35 35 806 785 581

　全国大会の予選（１次：筆記、２次：実技）のほ
か、実験の正確さやものづくりの精度をチームごとに競い合
う活動を取り入れた「事前研修」(２日間・３講義）、全
国大会で活躍できるように、代表チームへの事前研修を実
施した。

4継続

　科学に対する興味・関心を高めるとともに、探究心や
創造性に優れた人材を育成するため、学校の理科授
業を発展的に扱った内容や最新の科学技術に触れる
機会として必要不可欠な事業である。今後も参加者
全員を対象とした事前研修及び全国大会出場者を対
象とした事前研修を充実し、継続して実施する。

4継続

 生徒の科学に対する興味関心を高めるために必要で
あるとともに、全国大会の予選でもあることから、継続。
県内予選参加チームが増えるよう、さらに大会を周知
していく必要がある。

高校017 授業でのICT活用推進 教育委員
会

高校教育
課

　教員がＩＣＴを活用し、授業中に生徒
の情報活用能力を育成したり、ＩＣＴを
効果的に活用したりする能力を育成する。

授業中にＩＣＴを活用して指導する能力 ％ 74 100 100 － － －

　県総合教育センターにおいて、ＩＣＴ機器の利活用に
関する研修会を開催した。また、高等学校教育研究会情
報部会において、教育現場におけるＲＥＳＡＳの利活
用について、外部講師による講演会を開催した。

4継続

　情報社会を構成する一員として、社会の情報化の進
展に主体的に対応できる能力と態度を育成するため
に、情報活用能力を育成する本事業の役割は大き
い。また、学習に対する興味・関心を高め、理解を深め
るために、授業の中でＩＣＴを効果的に活用していく
ことは重要であり、今後も継続して実施する必要があ

4継続

 令和４年度に新学習指導要領が全面実施されるこ
とから、生徒の学習に対する理解を深めるために、授業
の中でＩＣＴを効果的に活用することは重要であり、
継続。

高校018 スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳ
Ｈ）

教育委員
会

高校教育
課

　文部科学省が、大学や研究機関などと
連携して科学技術、理科・数学教育を重
点的に行うカリキュラム開発を行う高校等
を指定する。

ＳＳＨ指定校数 校 3 3 3 3,594 4,949 2,799

　ＳＳＨ指定校３校において、将来、科学技術系分野
の第一線で活躍できる人材を育成するためのプログラム開
発に取り組んだ。研究成果については、群馬県SSH・
SGH・SPH等合同成果発表会や全国の発表会等におい
て発表した。

4継続

　科学的に探究する力や科学的な根拠を基に考えを
表現する力の育成が一層重視される中、各ＳＳＨ指
定校では、先進的な取組を続け、成果を上げてきた。
令和元年度から指定校が４校となり、一層SSH事業
の成果を普及し、県全体にわたる理数教育を推進す
るために、今後も継続して実施する必要がある。

4継続
　科学技術系分野の第一線で活躍できる人材を育成
するため、国から指定を受けた高校での研究開発事業
であり、継続。

高校019 スーパーグローバルハイスクール（ＳＧ
Ｈ）

廃止
教育委員
会

高校教育
課

　文部科学省が、国際化を進める大学や
企業、国際機関等と連携を図り、将来的
に国際的に活躍できるグローバル・リーダー
を育成するための研究開発を行うための高
校等を指定する。

SGH指定校数 校 2 3 － 5,632 0 5,397

　指定校においては、生徒に身に付けさせたい資質・能力
を育むための教育課程を開発し、指定終了後も、本事業
の成果を生かす体制が整った。また、成果発表会や研究
協議会を通して、指定校における研究成果を県内の公立
高校と共有することができた。

1廃止･休
止・終了

  本事業については、平成30年度をもって終了した。
指定校における研究開発の成果については、引き続
き、県内の公立高校等と共有する。

1廃止･休
止・終了

　平成30年度をもって指定期間が終了するため、事
業として一度終了するが、国際社会の第一線で活躍
できる人材を育成するための有益な国事業であるた
め、後継事業の動向を注視し取り組む必要がある。

高校004 科学の甲子園群馬県大会 教育委員
会

高校教育
課

　群馬大学と連携し、科学の甲子園全国
大会の群馬県予選として、理科、数学、
情報の各分野からなる筆記競技及び実技
競技を実施する。

群馬県大会参加校数 校 15 15 15 100 100 100

　群馬大学と連携し、群馬大学荒牧キャンパスにおいて、
１０月に筆記競技、１２月に実験競技を実施した。部
会等の各方面で参加を呼びかけた結果、目標参加校数
に達した。

4継続

　本事業は、全国大会の予選として実施する事業であ
り、科学好きの裾野を広げるとともにトップ層を伸ばすこ
とを目的としている。今後、探究的な学習が一層重視
される中、本事業の取組は科学的な思考力を養うの
に有効であるため、今後も継続して実施する必要があ

4継続

　生徒の科学に対する興味関心を高めるために必要で
あるとともに、全国大会の予選でもあることから、継続。
参加校数は目標を達成したが、今後も、科学に対する
興味関心を喚起するきっかけとして、積極的に生徒の
参加を促す必要がある。

3
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(3)健やかな体の育成

①児童生徒の体力向上に向けた取組を推進します。

体育001 ぐんまの子どもの体力向上推進事業 教育委員
会

健康体育
課

　学校が中心となり、家庭や地域と連携
し、地域の人的資源を活用しながら児童
生徒の体力向上に向けた取組を推進す
る。また、中学校・高等学校の運動部活
動に、地域のスポーツ人材である外部指導
者を派遣する。

新体力テストの結果から自校の課題解決
のために具体的な方策を講じている学校の
割合

％ 小93.8、
中84.6 100 0 6,120 6,760 4,326

　全ての小・中学校における体力向上に係る取組に向け
て指導者研修会を開催するとともに、モデル校等の実践を
まとめた報告書の作成、配布、体力優良証の交付等を
行った結果、小・中学生の体力の向上傾向が見られた。
また、中学校・高校の運動部活動に外部指導者を派遣し
た。

4継続

　全教職員による自校の体力向上プランに基づく取組
の実施を促すとともに、研修会において模範となるモデ
ル校の取組を紹介するなど内容を充実させる。さらに優
れた事例を掲載したガイドブックや投力の向上に関する
指導資料を作成し、県内の全ての学校に配布すること
で、教員の指導力向上、児童生徒の体力向上に取り
組む。また、中・高校に専門的な知識や技能を有する
外部指導者を派遣することで、顧問の指導力向上や
生徒の活動の充実を図るため、今後も継続して取り組
む。

4継続

　国庫金を活用したモデル事業の実施や、地域の優秀
な指導者の活用により、児童生徒の体力向上や県内
部活動の活性化が図られるため、継続。子どもの運動
能力の向上を図るため、引き続き効果的な事業実施
に努める必要がある。

②学校・家庭・地域の連携を図り、食育を推進します。

体育004 学校における食育推進 教育委員
会

健康体育
課

　食に関する指導の充実に向け、教職員
を対象とした各種研修会の開催や指導資
料の作成等を行う。

「食に関する学年別年間指導計画」を作
成している小中学校の割合 ％ 89 90 100 69 69 52

　食育推進連絡協議会のほか、各種研修会において、食
に関する指導の充実及び食育推進体制の整備について
啓発を行った。

4継続

　食育の推進を学校の教育活動全体を通じて行うた
めに、食に関する指導の全体計画を基に、栄養教諭・
学校栄養職員と連携した教科横断的な指導を充実さ
せる必要がある。

4継続

　整備した指導体制のもと、実効性のある取り組みを
進める必要があり、継続。「食に関する学年別年間指
導計画」を作成している小中学校の割合は着実に増
加しているため、引き続き食育推進に取り組んでいく必
要がある。

施策３　人生設計を描く力の育成

【目的】子ども・若者の職業的な自立や社会的な自立に必要な能力を育て、それぞれの人生設計を描ける力を育成します。

(1)職業的自立に必要な力の育成

①発達段階に応じたキャリア教育を推進し、時代に応じた勤労観や職業観を根付かせます。

義務007 群馬県キャリア教育推進 教育委員
会

義務教育
課

  小中学校9年間を見通したキャリア教育
を推進する。

小・中学校におけるキャリア教育全体計画
の作成状況 ％ 100 100 100 216 61 3

　特別活動やキャリア教育に関する実践発表及び有識者
による講義を通して、キャリア教育の在り方についての理解
を深め、各学校・地域の実情にあったキャリア教育の取組
を、群馬県小学校特別活動研究部会、群馬県中学校
特別活動研究部会、群馬県進路指導研究部会と連携
して推進した。

4継続

　キャリア教育の手引きの活用、学校による実践発表
や有識者による講義等を行う研究大会の開催等を通
して、９年間の系統性や地域等と連携した取組につい
て教員の意識を高め、各学校の計画への反映を進め
ているところである。また、小・中・高等学校が連携した
キャリア・パスポートの取組を推進するため、R元年度も
継続とする。

4継続

  児童生徒の職業観育成等に必要な事業であるた
め、継続。全ての小・中学校でキャリア教育計画が作
成されており、今後は小・中・高校が連携した取組を推
進していく必要がある。

高校007 社会人講師活用 教育委員
会

高校教育
課

　普通科・総合学科等において、地元企
業等から社会人講師を招へいする。
　スポーツ科・芸術科において、高度な専
門知識・技術を有する人材を社会人講師
として招へいする。

社会人講師の授業時間数（総合学科
等） 時間 206 230 230 1,105 1,105 1,084

　総合学科等講師派遣事業対象校11校において、地元
企業、研究機関等から豊かな経験と知識・技術を有する
人材を講師として招へいした。　特別学科講師派遣事業
対象校1校において、高度な専門知識・技術を有する人
材を講師として招へいした。

4継続

　各高校において、時代の進展や社会のニーズに対応
した教育を展開したり、生徒の学習意欲を喚起したり
するためには、多様で豊かな経験と高度な専門的知
識・技術を有する人材の活用が不可欠である。また、
新高等学校学習指導要領において地域社会との連
携・協働を深めることと記載されており、今後も継続し
て実施する必要がある。

4継続
　地域の外部人材等を活用し、社会ニーズに対応した
人材育成を行えるよう指導内容の充実を図るため、継
続。

高校012 群馬県産業教育フェア 教育委員
会

高校教育
課

　職業教育に関する学科等及び特別支
援学校高等部に学ぶ生徒の学習成果等
を発表する「産業教育フェア」を開催する。

参観者数 人 1,754 5,500 － 600 75 600

　30年度は県庁舎内のみの開催とし、内容を精選して実
施した。ものづくり体験、販売実習、作品説明、実演な
ど、様々な場面を通して、生徒が自主的・意欲的に来場
者と関わり、日頃の学習成果を発揮する場面を得た。ま
た、一般県民に、本県における職業教育に対する理解を
深めていただく貴重な機会となった。

2縮小・一
部廃止・

統合

　現行の産業教育フェアについては、２５回の開催を
通じて、県民の職業教育に対する理解が一定程度図
られたと考えられること及び各学校や各部会等で地域
や小・中学生と連携した取組が行われていることなどか
ら、第２５回をもって終了する。専門高校等の取組に
ついて、様々な媒体を活用し、広報に努めるとともに、
税金クイズ等一部の内容については、予算を削減した
上で引き続き実施する。

2縮小・一
部廃止・

統合

　職業教育などの学習成果の発表の場として一定の
役割を果たしたため、産業教育フェアの開催は終了。
今後は様々な媒体を活用し、より効果的な広報を実
施する。

高校020 キャリア教育サポート事業 教育委員
会

高校教育
課

　県立高校等において、キャリア教育を担
当する教員の情報交換や、キャリアアドバイ
ザー等を活用した進路に関する講演や進
路相談を行う。

キャリア教育に関する講演会等を実施して
いる学校数 校 62 62 62 356 356 322

　キャリア教育・進路指導研究協議会等を開催し、有識
者による講演・指導助言、研修等に参加した教員による
発表及び情報交換を行い、各学校のキャリア教育の充実
を図った。また、各学校でキャリア教育に係る外部講師を
招き、生徒自身が主体的に進路選択できるよう支援を
図った。

4継続

　令和4年度から実施される新学習指導要領において
も、地域社会や外部機関との連携を図るキャリア教育
の充実が求められており、各学校が組織的・系統的な
キャリア教育をより一層推進するためにも、本事業を更
に推進していくことが必要である。

4継続

　生徒が将来自立した生活を送っていくために、職業
等について主体的に考えることが重要であるため、継
続。キャリア教育の講演会等は全高校で実施されてお
り、これまでの取組を検証しつつ、更に効果的な方法を
検討していく。

②社会の実態に即したキャリア教育を体系的に実施する体制を整備します。

教セ003 キャリア教育研修 教育委員
会

総合教育
センター

　教員を対象に小学校からの体系的な
キャリア教育実践の理解及び推進に向け
て各種講義等を実施する。

キャリア教育に理解が深まったと回答した受
講者の割合 ％ 96 95 95 75 78 67

　キャリア教育研修は2日間実施し、第1日目は、幼・小・
中・高・中等・特の合同開催、第2日目は高校・中等を対
象とし、延べ約230名が参加した。著名大学教授・民間
企業の経営者等による講義やパネルディスカッション形式の
ワークショップ等を通して、受講者のキャリア教育に対する
理解を深めることができた。

4継続

　群馬経済同友会との連携による企業経営者や大学
学長を招聘しての講義やパネルディスカッション、キャリア
教育の第一人者である大学教授の講義等を実施する
ことにより、児童生徒を対象としたキャリア教育の推進
に向けて大きな知見を得ることにつながっている。今後
も、教員の見識と実践力を高める上で、継続実施の
必要がある。

4継続

　キャリア教育への理解を深め、生徒の実態に応じた進
路指導を推進していくために必要であることから、継
続。
　より効果的な研修となるよう、適宜見直しを図っていく
必要がある。

③産業構造の変化、技術の進歩等に柔軟に対応できる人材を育成するため、家庭や地域、産業界との連携を深め、　職業意識の醸成や、より実践的な職業教育を推進します。

高校010 次代を担う職業人材育成 教育委員
会

高校教育
課

　教育プログラム指定校において、就業体
験等の実践的な学習活動を行い、取組
内容の成果を他の専門高校へ普及する。
　地元企業・研究機関等の人材や、医
師、看護師等を社会人講師として招へい
する。

教育プログラムの指定校数 学校 3 6 6 9,010 8,502 7,823

　産業界と連携し、指定校3校において、産業界と連携し
た現場実習等を実施し、各分野の部会等において、指定
校の取組を未指定校に周知した。専門学科講師派遣で
は、17校で産業界から講師を招へいした。熟練技能者活
用においては、配置校2校、巡回校1校で実施した。福祉
資格取得推進事業は7校で実施した。

4継続

　本事業は、産業界と連携した実践的な学習を行うこ
とにより、生徒の勤労観・職業観の育成と、産業界から
求められる人材の育成を図っている。また、事業により
生徒の地元企業への理解や、地域雇用のマッチング強
化にもつながることから、今後も継続して実施する必要
がある。

4継続

　外部講師による指導やインターンシップなど実践的な
学習活動により、地元産業界から求められる人材を育
成するために、継続。引き続き、産業界との連携を通じ
た実践的な教育を推進する。

教管001 次代を担う職業人材育成のための教育
設備充実

教育委員
会 管理課   老朽化した産業教育設備の修繕・更新

を行う。 大型実習設備の更新等 台 14 5 5 300,000 270,000 300,155 　館林商工高校等の産業教育設備を更新した。また、吾
妻中央高校等の産業教育設備の修繕を行った。 4継続

　「地域の産業界が求める人材」の育成を行い、次代
を担う職業人材を輩出するため、専門高校の産業教
育設備の更新及び修繕をすることは必要不可欠であ
る。

4継続
　専門高校の産業教育設備は、人材育成に必要なも
のであり、計画的な更新及び修繕が必要であるため、
継続。

高校021 Ｇワークチャレンジ・高校生インターンシッ
プ推進

教育委員
会

高校教育
課

　短期インターンシップ（1日～5日程
度）、長期インターンシップ（2週間程
度）、インターンシップ・キックオフ講座（心
構えや着眼点などの習得）やＧワークチャ
レンジ推進フォーラム（体験発表や受入
企業等との意見交換）を実施する。

公立高校全日制における高校3年間でイ
ンターンシップに参加したことがある生徒の
割合

％ 41.4 45.0 50.0 705 705 451

　インターンシップに参加することで、生徒が、勤労観・職業
観を身に付けたり、働くことの意義等について考えたりするこ
とができるなどの成果がみられ、効果を上げている。インター
ンシップへの積極的な取組を促した結果、高校3年間で参
加したことがある生徒の割合が更に増加した。

4継続

　高校生の職業観や勤労観を育成するため、企業等
において実際の職業を体験するインターンシップは重要
であり、昨年度作成した「群馬県版高校生インターン
シッププログラム」を活用し、引き続き課題となっている
普通科におけるインターンシップの推進に取り組む必要
がある。

4継続

　高校生の職業観や勤労観を育成するため、企業等
において実際の職業を体験するインターンシップは重要
であり、継続。「群馬県版高校生インターンシッププログ
ラム」の効果的な運用方法について検討する必要があ
る。

高校014 産業・教育連携若年者育成 廃止
教育委員
会

高校教育
課

　県立高校定時制・通信制課程の生徒を
対象に、産業技術専門校と連携し、もの
づくりに関する技術体験や社会人としての
基礎セミナー等を実施する。

ものづくり等に興味がわいた生徒の比率 ％ 100 97 - 1,600 0 1,540
　定時制・通信制課程7校延べ45人、実人数29人の生
徒が県立産業技術専門校で、ものづくりに関する技術体
験や社会人としての基礎セミナーを受講した。

1廃止･休
止・終了

　生徒の学習意欲の向上やものづくり産業への興味・
関心を高めるための方策として、既に「キャリア教育アド
バイザー事業」や「次代を担う職業人材育成事業」等
を実施しており、本事業については参加者数が年々減
少している実態を踏まえて廃止する。

1廃止･休
止・終了

　他事業により事業目的が果たせること、参加者数が
年々減少していることを踏まえ、本事業については廃
止。

4
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(2)社会的自立に必要な力の育成

①子どもたちが自分の将来を考えるための力を育成します。

高校022 ライフデザインに関する教育 教育委員
会

高校教育
課

　県立高校等の家庭科の授業において、
自立した生活を営むための意思決定、子ど
もや高齢者の生活と福祉などの学習を通
して、家庭や地域の生活をつくることや、共
に支え合う社会の重要性についても認識さ
せる。

ライフデザインに関する授業を実施している
学校数 校 62 62 62 0 - -

　家庭科の授業において、青年期の自立やその課題、子
供や高齢者の生活と福祉などの学習を通して、共に支え
合って生きることの重要性を理解させることができた。また、
生徒自身が家庭や地域社会で果たす役割を考えること
で、自身の生き方や在り方を考える機会となった。

4継続

　ライフデザインについてイメージを持つことで、将来、生
徒が自立した生活を営むことにつなげる必要があるた
め、継続して実施する必要がある。既に全ての高校で
取組がなされているが、成年年齢の引き下げを見据
え、これまで以上に青年期の自立やその課題等の内容
を重視しながら、効果的な事業としていく。

4継続

　ライフデザインについてイメージを持つことで、将来、生
徒が自立した生活を営むことにつなげる必要があるた
め、継続。既に全ての高校で取組がなされており、優
良な授業のノウハウを共有しながら、更に効果的な事
業としていく。

②未来を担う子どもたちへの主権者教育（社会参加を促し、政治的判断能力を高める教育）を推進します。

市町001 主権者教育の推進 総務部 市町村課 　選挙出前授業を拡充し、学校現場にお
ける主権者教育をサポートする。

選挙出前授業の実施校数（県選管実施
分） 校 36 35 40 1,005 1,068 555 選挙出前授業の実施校数は、高等学校22校、特別支

援学校8校、大学6校 4継続

　Ｈ30に発足した「大学生参加型選挙啓発チーム」の
活動を継続し、若者が若者に政治参加の重要性を伝
えていく取組を続ける。また、新たに税務署等が実施し
ている租税教室と連携した選挙出前授業を行うこと
で、主権者として納税の意義や活用方法についても考
え、政治や選挙への関心を高めていく取組を実施する
など、主権者教育を推進する。

4継続

　出前授業など主権者教育は、若年層の政治参加意
識を高める上で、一定の効果が見込めるため、継続。
「大学生参加型選挙啓発チーム」の活用や租税教室
との連携など、より効果的な取組としていくことが必要。

施策４　信頼される魅力的な学校づくり

【目的】各学校の特性を活かした質の高い教育を推進するとともに、県内大学の活性化・地域貢献を促進して魅力を高め、選ばれる学校づくりを進めます。

(1)特色ある学校づくり

①家庭や地域社会と連携・協力する開かれた学校づくりを推進します。

義務006 学校支援センター運営推進（義務・生
涯）

教育委員
会

義務教育
課

　地域ボランティアが安心して学校支援に
取り組めるよう体制を整え、学校支援の取
組を一層推進するとともに、学校支援セン
ターのコーディネーター及びボランティアリー
ダー、教職員を対象とした実践的な知識・
技術や資質向上を図るための研修会を実
施する。

学校支援センターが機能していると答えた
小・中学校の割合 ％ 95.5 100.0 100.0 1,617 1,572 943

　学校支援ボランティアが傷害保険に加入できるようにし
(14,733人）、学校において安心して活動することができ
た。また、学校支援センター推進研修会（560人参加）
及び地区別推進会議（167人参加）を各事務所ごとに
実施した。

4継続

　学校支援センターは、地域の教育力を活用した学校
教育の充実に大きな役割を果たしているため、機能し
ていない学校に対して状況を聞き取り、支援を行うとと
もに、指導資料「はばたく群馬の指導プランⅡ」で、各
学校で活用する地域資源の見直しと活用の推進を周
知するなど見直しの上、今後も継続実施する。

4継続

　学校支援センターが機能していると答えた小中学校
の割合は目標を達しなかったものの年々増加しており、
事業効果が認められる。地域の教育力を活かした学
校教育を行うため、学校教育を支援する地域のボラン
ティア活動の推進を図るものであり、継続。

生涯008 放課後子ども教室推進事業 教育委員
会

生涯学習
課

　放課後や週末等に小学校の余裕教室
等を活用して、地域住民の参画を得て、
子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活
動、地域住民との交流活動等の取組を実
施する市町村に対して、補助金の交付や
研修機会の提供等を行う。

放課後子ども教室数
(中核市を除く） 箇所 53 50 67 21,966 25,784 14,442

　放課後子ども教室21市町村53教室実施（中核市を
除く）　教育支援活動関係者等研修の開催（各教育
事務所ごとに1～2回実施）　コーディネーター等研修会
の実施（1回）

4継続

　共働き世帯の増加や核家族化の進展等により、放
課後における子どもの居場所確保は重要性を増してき
ていることから、引き続き事業を継続させる必要があ
る。今後も市町村に対し、事業の拡大について働きか
けを行っていく。

4継続

　放課後の子どもたちの安全・安心な居場所づくり、子
どもたちと地域住民との交流に資する事業であり、継
続。 引き続き、放課後児童クラブとの一体的実施につ
いて、こども未来部と連携しながら進めていく必要があ
る。

②私立学校の教育条件の維持向上や保護者負担の軽減等を図ります。

学法001 私立学校教育振興費補助 総務部 学事法制
課

　私立学校に対し、教員人件費等の経常
的経費の一部を補助する。 補助単価水準 単価増・維持 補助水準維持 補助水準維持 6,260,886 6,031,785 6,149,444

　補助単価については、各学種とも全国的に上位の補助
水準を維持しており、私学教育の充実に大きく貢献してい
る。

5継続
（見直し
あり）

　私立学校への経常費補助等の実施により、平均授
業料は高校で全国平均を下回るなど、保護者負担の
軽減に寄与している。私立学校に対する県民の期待
は極めて大きいことから、私立高校授業料実質無償
化を踏まえた見直しをしつつ、今後も引き続き、私学助
成の充実に努める必要がある。

5継続
（見直し
あり）

　私立学校の健全な経営を支援するため、継続。補
助制度については、国庫補助の状況や高等学校の授
業料無償化制度の導入等を踏まえて見直しが必要。

③子どもたち一人ひとりとしっかり向き合うために、教職員の資質能力の向上を図ります。

教セ007 教職員研修講座 教育委員
会

総合教育
センター

　国や県の動向、喫緊の課題などを踏まえ
て、教職員の経験や職種・職務に応じた
研修を実施し、高い専門性と実践的な指
導力等の教職員の資質能力の向上を図
り、研修の成果を幼児・児童・生徒及び保
護者に還元する。

アンケートにおいて「役立った」等の回答割
合 ％ 97 94 94 14,241 14,952 11,687

　「群馬県教員育成指標」の策定を受け、教職員のライフ
ステージごとに求められる資質能力を育成するため、教職
員の研修体系を再構築して研修を充実させた。特に、ベ
テラン層に求められる各種マネジメント力を高める研修を拡
充して実施するなどして、受講者の資質能力の育成を図
ることができた。

4継続

　「群馬県教員育成指標」を踏まえ、大量退職に対応
したミドルリーダーの育成などライフステージごとに求めら
れる資質能力を育成するための研修を充実させるとと
もに、学習指導要領の改訂等に対応した今日的な教
育課題解決に寄与する研修を実施し、受講者の研修
意欲と資質能力を高めていく必要がある。

4継続

　教職員の資質・能力の向上を図るため、昨今の教育
課題を踏まえ、教職員の経験年数や職種に応じた研
修を実施しており、受講者の評価も高いことから、継
続。

(2)グローバル化に対応した教育の推進

①自国の文化を深く理解した上で、他国の文化や社会情勢等に興味・関心を持ち、理解しようとする姿勢を育成します。

高校023 県立高校へのＡＬＴ配置 教育委員
会

高校教育
課

　外国青年を県立高校等に配置し、ティー
ム・ティーチングにより生徒の英語コミュニ
ケーション能力の向上を目指した指導を行
う。

英検準2級相当以上の英語力を有する高
校3年生（県立高校） % 40.3 60.0 60.0 110,159 110,411 105,653

　24人のALTを県立高校に配置し、配置校及び定期訪
問校52校において、ティーム・ティーチングによる授業の実
施や、ライティングの添削、英検面接練習等を含むスピー
キングの指導を行うことによって、英検準２級以上を取得
した生徒の割合の上昇が続いている。

3拡充

　大学入学者選抜における４技能評価の導入や新
学習指導要領の実施が迫っており、話すことや書くこと
の指導と評価の必要性が増している。１人で３校を担
当するALTもいるが、県立高校は地理的に離れている
場合が多く、ALTにとっても負担が大きい。学校からの
配置希望に十分に応えられていない現状もあり、学校
及びALTに対して更なる支援が必要である。

4継続

　生徒が英語コミュニケーション能力を向上させるため、
ＡＬＴによる授業を行うことは効果的であるため、継
続。ＡＬＴの充実については、研修等を通じた日本人
英語教員の資質向上、ＩＣＴを活用した授業改善、
より効果的な人員配置などによる対応を検討する必要
がある。

②豊かな語学力の育成を目指した外国語教育を推進します。

(3)県立高校の再編・整備

①中学校卒業者の減少に適切に対応し、高校教育の質的充実を図ります。

教管008 高等学校再編整備 教育委員
会 管理課

  Ｈ23年3月に策定した高校教育改革推
進計画に基づき、富岡・甘楽地区、吾妻
地区及び桐生・みどり地区における高校再
編整備を推進する。

桐生・みどり地区高校再編整備 － 完成 基本構想策定・
設計 工事 187,365 1,537,749 167,441

　桐生・みどり地区高校再編整備として、令和3年４月に
桐生高校と桐生女子高校を統合及び桐生南高校と桐
生西高校を統合する為、設計を実施し、一部工事に着
手した。

4継続 　桐生・みどり地区における令和3年4月の新高校開
校にむけて、引き続き事業を継続する必要がある。 4継続

　新高校における学習環境の整備を計画的に推進す
る必要があることから、継続。併せて、不要な施設の有
効活用や処分も検討していく。

②生徒の学習環境の改善を図ります。

教管010 県立高等学校等空調設備整備 教育委員
会 管理課 　県立高等学校の空調が必要な教室に

空調を設置する。 空調の設置 －
１学年普通教
室に空調設置

（37校）

必要な教室に空
調設置 － 438,513 108,406 420,804 　PTA空調未設置校（３７校）の１学年普通教室に

ついて、空調設備を整備した。

5継続
（見直し
あり）

　県立高等学校の普通教室については、空調設備の
整備が完了したが、今後は、特別教室等への設置の
必要性を検討の上、空調設備整備を進めていく。

5継続
（見直し
あり）

　平成28～30年度の３年計画で整備していた普通
教室の空調設備について、３年目の事業完了に伴い
終了。特別教室については、教室の使用実態等を踏
まえ、設置の必要性等を精査する必要がある。また、ふ
るさと納税の活用なども検討する必要がある。

(4)県内大学の活性化・地域貢献の促進

①県立女子大学において、”社会的に自立した光り輝く女性”の育成と地域や地元企業と連携した教育・研究を推進します。

②県民健康科学大学における保健医療専門職の養成と地域貢献を推進します。

③県内の国公私立大学等の知を活用した地域課題解決等の地域貢献を促進します。

企画007 大学等連携 企画部 企画課
　大学等の専門的知識の活用を図るた
め、協議会の設置等により、地域と大学等
との連携を推進する

ＣＯＣ＋事業協働機関数 件 33 32 35 720 650 191

　地域と大学の連携を推進するため、協議会を開催し、
連携事例の発表や意見交換等を行った。また、県ホーム
ページに、大学と地域・県の連携事例等を掲載して情報
を発信した。

4継続

 　連携に関する情報提供や情報交換の機会を設ける
ことで、より多くの市町村において大学等との連携を推
進し、大学等が有する資源を地域の課題解決に活用
することが期待できるため、継続。

4継続

　大学等が有する資源を行政課題解決に活かせるよ
う、引き続き、連携関係を構築していく必要がある。よ
り多くの市町村において大学等との連携が進むよう、仲
介役としての県の役割は重要であり、継続。

5



個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
（千円）

R元当初
（千円）

H30決算
（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

施策５　多様な連携による人づくり

【目的】学校・企業・家庭・地域等の連携を強化し、社会や地域の力を積極的に活かして教育力を向上します。

(1)人材育成に係る産業界と教育界の連携推進

①職業意識の醸成や職業人材を育成するための産業界と教育界の連携を推進します。

高校010 次代を担う職業人材育成 再掲
教育委員
会

高校教育
課

・教育プログラム指定校において、就業体
験等の実践的な学習活動を行い、取組
内容の成果を他の専門高校へ普及する。
・地元企業・研究機関等の人材や、医
師、看護師等を社会人講師として招へい
する。

教育プログラムの指定校数 学校 3 6 6 9,010 8,502 7,823

　産業界と連携し、指定校3校において、産業界と連携し
た現場実習等を実施し、各分野の部会等において、指定
校の取組を未指定校に周知した。専門学科講師派遣で
は、17校で産業界から講師を招へいした。熟練技能者活
用においては、配置校2校、巡回校1校で実施した。福祉
資格取得推進事業は7校で実施した。

4継続

　本事業は、産業界と連携した実践的な学習を行うこ
とにより、生徒の勤労観・職業観の育成と、産業界から
求められる人材の育成を図っている。また、事業により
生徒の地元企業への理解や、地域雇用のマッチング強
化にもつながることから、今後も継続して実施する必要
がある。

4継続

　外部講師による指導やインターンシップなど実践的な
学習活動により、地元産業界から求められる人材を育
成するために、継続。引き続き、産業界との連携を通じ
た実践的な教育を推進する。

教管001 次代を担う職業人材育成のための教育
設備充実

再掲
教育委員
会 管理課   老朽化した産業教育設備の修繕・更新

を行う。 大型実習設備の更新等 台 14 5 5 300,000 270,000 300,155 　館林商工高校等の産業教育設備を更新した。また、吾
妻中央高校等の産業教育設備の修繕を行った。 4継続

　「地域の産業界が求める人材」の育成を行い、次代
を担う職業人材を輩出するため、専門高校の産業教
育設備の更新及び修繕をすることは必要不可欠であ
る。

4継続
　専門高校の産業教育設備は、人材育成に必要なも
のであり、計画的な更新及び修繕が必要であるため、
継続。

高校014 産業・教育連携若年者育成 廃止
再掲

教育委員
会

高校教育
課

　県立高校定時制・通信制課程の生徒を
対象に、産業技術専門校と連携し、もの
づくりに関する技術体験や社会人としての
基礎セミナー等を実施する。

ものづくり等に興味がわいた生徒の比率 ％ 100 97 - 1,600 0 1,540
　定時制・通信制課程7校延べ45人、実人数29人の生
徒が県立産業技術専門校で、ものづくりに関する技術体
験や社会人としての基礎セミナーを受講した。

1廃止･休
止・終了

　生徒の学習意欲の向上やものづくり産業への興味・
関心を高めるための方策として、既に「キャリア教育アド
バイザー事業」や「次代を担う職業人材育成事業」等
を実施しており、本事業については参加者数が年々減
少している実態を踏まえて廃止する。

1廃止･休
止・終了

　他事業により事業目的が果たせること、参加者数が
年々減少していることを踏まえ、本事業については廃
止。

高校021 Ｇワークチャレンジ・高校生インターンシッ
プ推進

再掲
教育委員
会

高校教育
課

　短期インターンシップ（1日～5日程
度）、長期インターンシップ（2週間程
度）、インターンシップ・キックオフ講座（心
構えや着眼点などの習得）やＧワークチャ
レンジ推進フォーラム（体験発表や受入
企業等との意見交換）を実施する。

公立高校全日制における高校3年間でイ
ンターンシップに参加したことがある生徒の
割合

％ 41.4 45.0 50.0 705 705 451

　インターンシップに参加することで、生徒が、勤労観・職業
観を身に付けたり、働くことの意義等について考えたりするこ
とができるなどの成果がみられ、効果を上げている。インター
ンシップへの積極的な取組を促した結果、高校3年間で参
加したことがある生徒の割合が更に増加した。

4継続

　高校生の職業観や勤労観を育成するため、企業等
において実際の職業を体験するインターンシップは重要
であり、昨年度作成した「群馬県版高校生インターン
シッププログラム」を活用し、引き続き課題となっている
普通科におけるインターンシップの推進に取り組む必要
がある。

4継続

　高校生の職業観や勤労観を育成するため、企業等
において実際の職業を体験するインターンシップは重要
であり、継続。「群馬県版高校生インターンシッププログ
ラム」の効果的な運用方法について検討する必要があ
る。

②児童生徒や県民を対象に、ものづくりや科学技術に対する理解を促進します。

工振025 知的財産創出支援 産業経済
部

工業振興
課

　児童・生徒、一般県民を対象とした群馬
県創意くふう作品展、県内企業を対象とし
た知的財産に関するセミナー、産業技術セ
ンターや繊維工業試験場における特許取
得等をそれぞれ実施する。

特許出願件数 件 1,269 1,310 1,400 1,378 1,294 984

○「群馬県創意くふう作品展」H30.10.28、11.3･4、会
場：群馬産業技術センター、入場者：298人
○「知的財産セミナー（群馬ものづくりフェア2018内）」
H30.11.21、会場：ビエント高崎、参加者：20名
○産技センター　出願：18件、登録：11件
○繊工試　出願：3件、登録0件

4継続

　特許庁等セミナーへの後援・広報及び創意くふう作
品展により、継続的に知的財産に関する普及啓発や
機運の醸成を図っていく。また、産業技術センターや繊
維工業試験場における共同研究等の成果として、特
許出願・登録に繋げていく。

4継続 　知的財産に関する気運醸成、普及啓発に係る事業
であり、継続。

(2)学校・家庭・地域の連携による教育力の向上

①学校・家庭・地域・ＮＰＯなど多様な主体の連携・協力体制を構築します。

義務006 学校支援センター運営推進（義務・生
涯）

再掲
教育委員
会

義務教育
課

　地域ボランティアが安心して学校支援に
取り組めるよう体制を整え、学校支援の取
組を一層推進するとともに、学校支援セン
ターのコーディネーター及びボランティアリー
ダー、教職員を対象とした実践的な知識・
技術や資質向上を図るための研修会を実
施する。

学校支援センターが機能していると答えた
小・中学校の割合 ％ 95.5 100.0 100.0 1,617 1,572 943

　学校支援ボランティアが傷害保険に加入できるようにし
(14,733人）、学校において安心して活動することができ
た。また、学校支援センター推進研修会（560人参加）
及び地区別推進会議（167人参加）を各事務所ごとに
実施した。

4継続

　学校支援センターは、地域の教育力を活用した学校
教育の充実に大きな役割を果たしているため、機能し
ていない学校に対して状況を聞き取り、支援を行うとと
もに、指導資料「はばたく群馬の指導プランⅡ」で、各
学校で活用する地域資源の見直しと活用の推進を周
知するなど見直しの上、今後も継続実施する。

4継続

　学校支援センターが機能していると答えた小中学校
の割合は目標を達しなかったものの年々増加しており、
事業効果が認められる。地域の教育力を活かした学
校教育を行うため、学校教育を支援する地域のボラン
ティア活動の推進を図るものであり、継続。

生涯008 放課後子ども教室推進事業 再掲
教育委員
会

生涯学習
課

　放課後や週末等に小学校の余裕教室
等を活用して、地域住民の参画を得て、
子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活
動、地域住民との交流活動等の取組を実
施する市町村に対して、補助金の交付や
研修機会の提供等を行う。

放課後子ども教室数
(中核市を除く） 箇所 53 50 67 21,966 25,784 14,442

　放課後子ども教室21市町村53教室実施（中核市を
除く）
　教育支援活動関係者等研修の開催（各教育事務所
ごとに1～2回実施）
　コーディネーター等研修会の実施（1回）

4継続

　共働き世帯の増加や核家族化の進展等により、放
課後における子どもの居場所確保は重要性を増してき
ていることから、引き続き事業を継続させる必要があ
る。今後も市町村に対し、事業の拡大について働きか
けを行っていく。

4継続

　放課後の子どもたちの安全・安心な居場所づくり、子
どもたちと地域住民との交流に資する事業であり、継
続。 引き続き、放課後児童クラブとの一体的実施につ
いて、こども未来部と連携しながら進めていく必要があ
る。

生涯009 地域と学校のパートナーシップ推進 教育委員
会

生涯学習
課

　各教育事務所において｢地域と学校の
パートナーシップ推進フォーラム｣を開催す
る。また、要請に応じて各教育事務所の社
会教育主事が学校や教育委員会、幼稚
園等を訪問し、地域と学校の連携に関す
る先進事例の紹介や社会教育施設の事
業等の情報提供をはじめ、地域の教育力
の活性化や活用に関する実際的な助言
等を行う。

地域と学校のパートナーシップ推進フォーラ
ム参加者数 人 691 840 850 609 609 413

　地域と学校のパートナーシップ推進フォーラムを各教育事
務所ごとに開催（691人参加）
　社会教育主事の学校等訪問（140回）

4継続

　群馬の将来を担う子どもたちを育成するためには、学
校・家庭・地域がそれぞれの役割を自覚し、地域社会
全体で子どもたちの教育を支援していく必要があり、地
域と学校がパートナーとして連携・協働することが求めら
れていることから、取組の継続が必要である。

4継続

　地域と学校が連携し、地域の方の学校支援ボラン
ティア等への参画を促進し、教育力をより向上させるた
め、継続。フォーラムの参加人数については、目標達成
に努める必要がある。

生涯010 県教育番組制作 教育委員
会

生涯学習
課

　公立小中学校及び地域の教育力を取り
入れた特色ある教育活動を教育テレビ番
組として制作・放送する(～Ｈ28)。
　子どもに関するテーマや課題を中心とした
学校や子ども、団体などの取組を紹介する
教育テレビ番組を制作・放送する(Ｈ

番組を見た感想として「地域と学校のつな
がりの大切さを感じる」保護者及び教職員
の割合

％ － － － 71,302 63,154 71,296
子どもたちを取り巻く課題や、現場での取組の現状を幅広
く紹介する内容の番組を、新規制作24回、再放送13
回、総集編を3回、制作・放送した。

4継続

　子どもたちに関わる様々な課題、それらに対する学
校、地域、県の取組等を幅広く紹介し、視聴者からは
好意的な意見をいただいている。今後は放送時間の
変更や番組内容の充実を図り、番組の認知度を上げ
ていく必要がある。

1廃止･休
止・終了

　H29年度の内容見直しから３年が経過しており事業
内容の検証が必要。今後、県にスタジオを整備すること
も鑑み、より効果的、効率的な情報発信の手法を検
討する等、事業内容を抜本的に見直す必要がある。

②行政・学校・幼稚園・保育所・地域住民・事業者等が連携し、社会全体の取組としての家庭教育支援を充実します。

生涯006 家庭教育電話相談～よい子のダイヤル
～

廃止
教育委員
会

生涯学習
課

　毎週火～土曜日に、県生涯学習セン
ターにおいて、育児やしつけ、健康など、家
庭教育上のいろいろな悩みについて、電話
による相談を行う。

－ － － － － 2,401 0 2,306

　家庭教育電話相談「よい子のダイヤル」開設
　・相談件数：1,407件　相談日数：237日
　・主な相談内容：家庭の人間関係、性に関すること、し
つけ

1廃止･休
止・終了

　幼児期から高校生程度の児童生徒やその保護者を
対象とし、社会的課題の解決の一助となっていたが、
総合教育センターで実施している「子ども教育相談室」
においても同様の対応をしているため、窓口を一本化
する。

1廃止･休
止・終了

　令和元年度から総合教育センターで実施している
「子ども教育相談室」に窓口を一本化し利便性向上、
効率化を図っている。

③家庭・地域と連携した幼児教育を推進します。

教セ002 幼児教育応援 教育委員
会

総合教育
センター

　幼児のいる家庭の保護者や幼児教育関
係者等を対象とした子育て相談やセミナー
等への保育アドバイザー派遣、及び幼稚園
教諭や保育士、保育教諭等を対象とした
保育研修会等を実施する。

保育アドバイザーの派遣 回 104 100 100 649 572 514

　幼児教育を支援するために次の研修講座等を実施し
た。
・幼児教育関係研修講座7講座、延べ日数27日、参加
者1,201人
・夕焼け保育研修会、子育ての支援者研修会の実施
合計17カ所　参加者799人
・保育アドバイザー派遣104カ所、参加者4,768人

4継続

　幼稚園、保育所、認定こども園（幼稚園型、保育
所型、幼保連携型、地域裁量型）等、幼児教育施
設が多岐にわたり、新たな職の保育教諭も増えてきて
いる。このことから、幼児教育関係の研修機能の充実
や家庭教育支援がますます大事になる。そのために有
用な事業であるので、継続して事業を実施する必要が
ある。

4継続

　研修講座については、受講者からの評価も高く、事
業効果が認められる。幼稚園・保育所等の教職員の
スキルアップや家庭教育の充実のため、引き続き研修
会の開催や保育アドバイザーの派遣等を行っていく必
要があることから、継続。

④社会全体で子どもの読書活動を促進します。

生涯011 子どもの読書向上 教育委員
会

生涯学習
課

　学校図書館の職員等を対象に研修講
座を開催するほか、図書セットの貸出し等
を実施

公立図書館と連携している小学校の割合 ％ 調査未実施 60 － 3,879 4,080 3,854

学校図書館研修会を年2回、図書館学習支援隊の派
遣（県立図書館職員の講師派遣）を11回実施した。ま
た、学校向け貸出し図書セットを56校に6,528冊貸出し
を行い、学校との連携による子どもの読書活動を推進し
た。（ふるさと納税　30千円あり）

4継続

子どもの読書活動の一層の推進を図る上で、学校と連
携した取組は不可欠である。子どもが本に触れる最も
身近な学校図書館がその機能を十分発揮できるよう、
学校図書館業務に携わる職員に対する研修や図書
セットの貸出し、学校への連携事例の紹介等により、
引き続き学校と連携した取組を推進していく必要があ

4継続 　子どもの読書活動の推進のため、学校と連携した取
組であり、継続。

⑤地域における社会教育を推進します。

生涯012 地域の学びを支える人材づくり 教育委員
会

生涯学習
課

　地域住民の自主的・自発的な学習を促
進支援する社会教育主事、学校・地域と
の連携の要として重要な役割を担っている
ＰＴＡ役員及び地域と行政を結ぶ社会
教育委員等を主な対象とした研修会を実
施する。

各教育事務所における、人材育成に係る
研修回数 回 ４～５回 3 3 1,306 1,315 727

　社会教育主事等職員研修会、地区別社会教育主事
等研　修講座、地区別ＰＴＡ指導者研修会、人権教
育指導者研修会、新任社会教育委員研修会、県社会
教育研究集会を実施（5教育事務所：24回実施、生
涯学習課：3回実施）

4継続

　地域づくりの指導者である社会教育主事や社会教
育委員、ＰＴＡ役員等を対象に、研修の構成や内
容を工夫して実施することで、参加者の満足度を高め
ることができた。群馬の未来を担う子供たちの育成のた
め、地域や家庭の教育力の向上に向け、県が主体と
なって、地域を支える多様な人材の資質向上のための
研修を実施する必要がある。

4継続

　地域や家庭の教育力を高めるための取り組みであ
り、継続。教育事務所における人材育成研修も目標
を上回る回数を実施しており、今後も人材育成のため
の研修を実施していく必要がある。
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